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１１１１．．．．はじめにはじめにはじめにはじめに    

 オセアニアでは、周囲を海に囲まれた地理的特性から、水産物へのアクセスの優位性が

高い。なかでもオセアニア島嶼国において漁業は、生業的側面と商業的側面の双方におい

て重要な役割を担っている。生業的側面としては、水産物の栄養学的重要性が指摘されて

いる。たとえば、南太平洋地域では漁獲される水産物の80％は地元住民の自家消費食料

となっている（Dalzell, et al 1996）。秋道（1988）やOdani（2003）もオセアニア地域

における水産物の栄養学的重要性を指摘している。一方で、商業的側面では、他国との漁

業協定に基づく漁業権収入がある。また、水産物の輸出も貴重な外貨獲得の形態となって

いる。外務省の各国・地域情勢によれば、オセアニア14か国のうち、７か国が主要産業

に漁業・水産業を挙げている。主要輸出品としているのは、10か国にのぼる1。 

 以上のような背景をもとに、オセアニア諸国は、先進国による漁業に関する開発援助が

行われてきた。日本では、国際協力機構と海外協力財団が漁業開発を担ってきた2。開発

援助に対しては、「ひもつき援助」や「箱物援助」などといった批判など多々指摘されて

いるが、重要なことは、それがいかなる社会的影響を与えたのかなどの、事後評価を行い、

それを活かすことだろう3。 

 そこで、本稿では2000年度に国際協力事業団4によって実施された「ジャルート環礁漁

村開発計画」を事例に、ジャルート環礁の現在について概観した後、ジャルート環礁にお

ける漁業開発の今後の展開について検討することを目的とする。本開発計画は後述するよ

うに、その間接効果として、蓄積データの今後の漁業開発への応用ということが示されて

いる。したがって、本稿で目指す、本開発計画の現状分析というプロセスは、今後のマー

シャル諸島における漁業開発の方向性を検討するうえで重要な作業であるといえる。 

 マーシャル諸島は1986年に独立を果たした。2007年時点で、人口は52,338人に及び、

このうちの60%が首都のマジュロ（Majuro）と、北部のクワジェリン（Kwajalein）環礁

に居住している。29の環礁島と環境を形成していない５つの独立島があり、これらはラ

リック列島（Ralik Chain）とラタック列島（Ratak Chain）の２つの列島に属している。

マーシャル諸島の陸地面積は181㎢で、排他的経済水域は2,131,000㎢となっている。 

                                                      

1 主要産業に漁業・水産業を挙げている国家は、キリバス、サモア、ソロモン諸島、ツバル、トンガ、マー

シャル諸島、ミクロネシア連邦である。さらに、主要輸出品に挙げているのは、これらの国に加えて、ナウル、

フィジー、パラオがある。 

2 この点については佐藤（2000）を参照されたい。 

3 開発援助に関する社会的影響や評価の重要性については菊池（2001）や佐藤（2005）、ノラン（2007）など

を参照されたい。 

4 現在の国際協力機構。 
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 マーシャル諸島の経済は農漁

業と豚の飼育が生業的に行われ

る一方で、コプラや漁業（漁業

権収入）による外貨獲得を行っ

ている。なかでも、日本に向け

てはカツオやキハダマグロの輸

出が多い。特にカツオは2005年

から2010年の合計で金額ベース、

数量ベースともに世界２位の輸

出量を誇っている。 

 マーシャル諸島の漁業につい

て本格的に論述を行う前に、本

稿において使用する「漁業開

発」という言葉の定義について

説明しておきたい。本稿で挙げる漁業開発とは、日本国からマーシャル諸島共和国に対す

る開発援助である。この開発援助は「社会の発展を目指して行われる、外部からの資源投

入」（佐藤 2005）である。越後ら（2003）によれば漁業開発の目的とは「生業漁業から

商業漁業への転換」である。したがって、漁業開発とはさしあたり「生業漁業から商業漁

業への転換を目指した資源投入」と言い換えられるだろう。 

 

２２２２．．．．マーシャルマーシャルマーシャルマーシャル諸島諸島諸島諸島のののの漁業漁業漁業漁業    

２２２２－－－－１１１１．．．．商業漁業商業漁業商業漁業商業漁業とととと生業漁業生業漁業生業漁業生業漁業    

 マーシャル諸島における漁業は、前述のように外国船籍による商業漁業と地元住民によ

る生業漁業が展開されている。マーシャル諸島海域はカツオ・マグロなどの高度回遊魚の

主力漁場であり、日本、中国、

台湾、アメリカ、キリバス、

バヌアツ、ミクロネシア連邦

などが旋網漁などを展開して

きた。これらの国々による

マーシャル諸島の政府の漁業

権収入は、国家歳入の5％前後

を占める5。 

 一方で、地元住民による漁

                                                      

5 漁業権収入は年変動があり、2001年が143万ドル（全体の６％）、2002年が331万ドル（同９％）、2003年が

173万ドル（５％）、2004年が93万ドル（３％）となっている。 

表１ マーシャル諸島における漁具の所有状況 

  都市部 離島部 全体 

 世帯数 3082 2043 5126 

刺網 650（21.2％） 512（25.1％） 1,162（22.7％）

投網 458（14.9％） 547（26.8％） 999（19.5％）

釣竿 1,590（51.6％） 1,347（65.0％） 2,937（57.3％）

漁
具 

㌒ 1,298（42.1％） 1,362（66.7％） 2,661（51.9％）

資料出ᚲ㧦Asia Developmental Bank（1994）

図１ マーシャル諸島共和国 
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業は、アピら（Abo, et al. 1976）によると、67⒳の漁ᴺが⏕⹺されている。それらは、

暫釣漁が17⒳、網漁㧤⒳、竿釣漁９⒳、⓭き漁７⒳、ㅊㄟߺ漁５⒳、ណ㓸３⒳、╮漁２ 

⒳、ᐩ釣漁２⒳、その他15⒳に分㘃される6。アジア開発㌁行の⛔計によると、マーシャ

ル諸島における漁ౕのᚲ暼₸は⴫１に示すように、都市部では釣竿のᚲ暼₸が暷も高く、

離島部では㌒のᚲ暼₸が高い

（ Asia Developmental Bank 

1994）。刺網や投網はᲧセ的暷ㄭ

入ってきた漁ౕであるため、ᚲ暼

₸はあまり高くない。 

 

２２２２－－－－２２２２．．．．マーシャルマーシャルマーシャルマーシャル諸島諸島諸島諸島におけるにおけるにおけるにおける

水産物水産物水産物水産物ののののᵹㅢᵹㅢᵹㅢᵹㅢ    

 マーシャル諸島における水産物

は都市部を㒰いて、各島ౝにおけ

る消費と首都マジュロへのଏ⛎と

いう２つの形態が⷗られる。 

 島ౝ消費では、その日にᔅ要な

量を世帯の↵ሶがណ᝝するか、世

帯間で分㈩される。一方、マジュ

ロへのଏ⛎は漁業開発と大きくか

かわる。マーシャル諸島政府にお

いて漁業を▤ロする部㐷に海洋資

源ዪ（以ਅMIMRA 7）がある。

MIMRAは地方で漁獲された水産物

の㓸⩄をするために、㓸⩄船をㆇ

⥶している。㓸⩄船の᜚点はマ

ジュロとクワジェリンの２かᚲあ

り、᜚点によって㓸⩄先が⇣なる。

ここでは、マジュロを᜚点とする

㓸⩄船のㆇ⥶先について⸥す。マ

ジュロを᜚点とする㓸⩄船は、

2010年現在でアルノ環礁、アウル

環礁、マロ゠ラップ環礁、ジャ

                                                      

6 このうち、暫釣と竿釣りの１⒳、ㅊㄟߺ漁と網漁の２⒳が漁ᴺの性⾰上、重ⶄする。 

7 Marshall Islands Marine Resources Authority 

表２ 離島への年間集荷回数 

㓸⩄地㧛年 2001 2002 2003 2004 

アルノ 40 69 54 54 

マロ゠ラップ N/A 5 11 6 

アウル N/A 6 7 10 

ジャルート 21 3 10 5 

マーシャル諸島     

資料出ᚲ㧦国際協力機構（2009）

 

表３ 国籍別の主要購入魚種 

国籍 魚⒳ 

マーシャル諸島 

全⥸的にᄁれるフヌュラーなもの㧦 
・ノスア゜ガ 
・トガリ゠ニス̪ 
・ゾンジク゜サキ 

特にᅢまれるもの㧦 
・ナメフ゠ダ゜̪ 
・ハナア゜ガ̪ 

アメリカ 
・ナンムウノダ゜ 
（特にフィヤ状になったもの） 
・キハダマグロ 

中国（台湾） 

・アカマダラハタ̪ 
・シロノスハタ 
・オオアオノメアラ 
・コクハンアラ 
・ロノスター㘃 

フィリヌン 
・ナメフ゠ダ゜̪ 
・ハナア゜ガ̪ 
・メアジ 

フィジー ・タゾシマフ゠フキ 

資料出ᚲ㧦Payless marketでの⡞きขり

 

̪トガリ゠ニスはJeraとMaro、アカマダラハタはKuroと
Kolaolap、ハナア゜ガはMoleとEllok、ナメフ゠ダ゜は

JatoとJaabと、それߙれੑㅢりの๭び方があるが、その

Ꮕ⇣についてはਇ明。 
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ルート環礁の㧠かᚲを㓸⩄先としている。ㆇ⥶㗫度はਇ定曋の状態にある。⴫２に示すよ

うに、アルノ環礁とその他環礁では、年間㓸⩄回数に大きな㆑いがあることがわかる。ア

ルノ環礁では、月平ဋ㧠回⒟度の㗫度で㓸⩄が行われているが、その他の離島では月平ဋ

１回以ਅのヒースで行われている。特に、本稿で対⽎とするジャルート環礁はアルノ環礁

の平ဋで５分の１߶どしかなく、㓸⩄対⽎地域では㓸⩄回数が暷もዋない地域となってい

る。なお、１回の㓸⩄量は1000フンドから3000フンドとなっている。 

 マジュロに㓸⩄された水産物は、MIMRA૬⸳の魚市場（OIFMC8）にすߴてㆇばれ、

スーパーマーォット（Payless Market）や商ᐫ、୘人によって⾼入される。また、マ

ジュロ環礁に㓞接するアルノ環礁の島民が⋥接スーパーマーォットや商ᐫにᄁළしに曹る

こともある。マジュロの住民は、OIFMC、スーパーマーォット、商ᐫのいߕれかで水産

物を⾼入することができる。 

 マーシャル諸島で食される魚がឝタされたMIMRA発行のフスター9と現地での⡞きข

りによれば、マーシャル諸島では49⒳の魚⒳が㗫❥に食されていることがわかった。

スーパーマーォットの水産物⽼ᄁ担ᒰ⠪によれば、スーパーマーォットには、マーシャル

諸島籍、アメリカ籍、中国（台湾）籍、フィリヌン籍、フィジー籍の住民が多く魚を⾈い

に曹るという。マーシャル諸島籍の住民には、食用となる魚は全⥸的にᄁれるが、特にナ

メフ゠ダ゜やア゜ガ㘃、アメリカ籍の住民にはキハダマグロやノダ゜㘃、中国（台湾）籍

の住民には、ハタやアラ㘃、フィリヌン籍には、フ゠ダ゜やア゜ガ㘃、フィジー籍にはフ

゠フキダ゜のખ間がよくᄁれるという。このように、国籍によって人᳇のある魚⒳は⇣な

るという（⴫３）。これは、明⏕な理↱はਇ明だが、中⪇料理でハタやアラ㘃が高⚖食曩

となっていることから、各人の食文化と૗らかの関ଥがあるとផኤされる。 

 また、OIFMCでは、魚⒳ߏとに価格が定められᄁ⾈されている（⴫㧠）。スーパーマー

ォットでの⡞きขりと、海洋資源ዪの⾈いขり価格⴫をᲧセすると、モーリ（Mole㧦ハ

ナア゜ガ㘃）、スャート（Jato㧦ナメフ゠ダ゜）、バジロック（Bejrok㧦ゾンジク゜サキ

㘃）といった魚⒳が暷もᅢまれ、㔛要があるようである。 

 

３３３３．．．．ジャルートジャルートジャルートジャルート環礁漁村開発計画環礁漁村開発計画環礁漁村開発計画環礁漁村開発計画    

３３３３－－－－１１１１．．．．マーシャルマーシャルマーシャルマーシャル諸島諸島諸島諸島におけるにおけるにおけるにおける漁業開発漁業開発漁業開発漁業開発    

 これまで日本によるマーシャル諸島での水産関連の開発援助は1980年度の「離島開発

計画」からᆎまり2009年度までに合計19プロジェクトが実施されてきた。本稿では、数

あるプロジェクトのなかでも前述のように2000年度に実施された「ジャルート環礁漁村

開発計画」をขり上げる。ジャルート環礁漁村開発計画と、それまでの漁業開発とでは大 

                                                      

8 Outer Islands Fish Market Center 

9 ここでは Reef Food Fish of the Marshall Islands および Bottom Fish of the Marshall Islands を参照にし

た。 
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きな㆑いがሽ在する。それまでの開発援助プロジェクトは、「その活動を対⽎の特定地域

に⛉りㄟんだものである一方、ジャルート環礁漁村開発計画では、それまでの㘃ૃプロ

ジェクトとᲧセして൮᜝的な離島漁業のᝄ⥝を担っている点」（国際協力事業団 2001）

において、きわめて特ᓽ的である10。また、そのプロジェクト成果を今後の漁業開発のモ 

デルォースと位⟎ઃけることが⺞ᩏႎ๔暯（国際協力事業団 2001）においても明示され

ている。 

 

３３３３－－－－２２２２．．．．ジャルートジャルートジャルートジャルート環礁漁村開発計画環礁漁村開発計画環礁漁村開発計画環礁漁村開発計画のののの概要概要概要概要    

 ジャルート環礁は首都マジュロから南⷏に⚂210জのところに位⟎している。首都マ

ジュロとはㅳ２回ᓔᓳしている⥶ⓨ機で⚿ばれている。ジャルート環礁には91の島があ

り、それらは９つのウェト（Wato）と๭ばれる地඙のいߕれかに属している。人口は

1999年時点で1,669人である。ジャルートの中ᔃ地඙はジャピール地඙で、学ᩞや᷼湾、

24時間の発㔚シスゾヘ、Ά料஻蓄基地などの゜ンフラがᢛ஻されている。このため、首

都のマジュロとクワジェリン環礁以外の地඙では暷も゜ンフラがᢛ஻されている地域とい

える。 

 ジャルート環礁漁村開発計画は、2000年度からJICAによって実施されたήఘ資金協力

である。計画では、漁業基地（フィッシュベース）のᑪ⸳、᷼湾のᢛ஻、಄⬿ᐶの⸳⟎、

                                                      

10 アルノ環礁では、特定㗄目ߏとのプロジェクトがいくつも実施されており、その⚿果、ジャルートで実施さ

れようとしていた൮᜝的なプロジェクトとなっている。 

表４ OIFMCにおける鮮魚売買価格表 න位㧦US$ 

ランク 魚⒳̪ ⽼ᄁ価格 ⾼入価格 

A Aotak（オニピラ）、Bejrok（ゾンジク゜サキ）、Iooi（ピラ）、Mole（ハナア゜ガ） 2.25 1.25 

B 

Bilak（ミボコゾングハウ）、Jato（ナメフ゠ダ゜）、Jera（トガリ゠ニス）、 
Kiro（アカマダラハタ）、Kwi（ニジハウ）、Lejebjeb（シロノスダ゜）、 
Mon（アカマツカサ） 

1.95 1.05 

C 

Berak、Dijin（タゾシマフ゠フキ）、Ikbwij（ウンガメアジ属㧦Caranx stellatus）、 
Jo（ナメジ属㧦Mulloidichthys samoensis）、Jome（ナメジ属㧦Mulloidichthys  
auriflama）、Julia、Mejmej（オオフ゠フキ）、Met、Mojani（ムコシマクロダ゜）、 
Mone（ゾングハウ）、Motal（ナメジ属㧦Parupeneus barberinus） 

1.75 0.85 

D 

mera（ナンムウノダ゜）、Ael（モンツキハウ）、Bati（メアジ）、Batokloj、 
Bekdu、Ekmouj（アオノダ゜属㧦scarus harid）、Ikaidik（ツヘノリ）、Kobat、 
Lojabwil（カツオ）、Rewa（ビシカ゜ワリ） 

1.10 0.65 

 Clam meat 5.00  

 Lobster 3.50  

 Octopus 1.65  

 Jukwe 1.50  

資料出ᚲ㧦OIFMCのᄁ⾈価格⴫をもとに作成

̪ Abo（1976）を参⠨に、同定できた魚⒳については和ฬあるいは学ฬをカッコౝに૬⸥した。 
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漁船のឭଏといった施⸳援

助が行われた。計画時点で

は、これらの施⸳援助に対

して、⋥接効果と間接効果

がឭ示されている。⋥接効

果では、商業化を進めるた

めに、６人ਸ਼り漁船、㧤㓲

のឭଏを行う。背景には、

ジャルートにおける世帯ᒰ

たりの船のᚲ暼₸が、全国平ဋ、離島部平ဋよりૐいという状ᴫがあった（⴫５）。離島

部における漁船のᚲ暼₸が44.6%であるのに対し、ジャルートは21.4％と⚂ඨ分のᚲ暼₸

となっている。この数୯は都市部の漁船ᚲ暼₸（21.7％）よりもૐい数୯となっている。

漁船をឭଏし、ᚲ暼₸を高めることで、暷ૐ年40回のᠲ業、年間1,920人回分のᣂⷙ漁業

機会のഃ出がᗐ定されていた。ᣂたな漁業ᚲ得のഃ出もᗐ定された。ジャルートにおける

年間漁業生産量は⚂222トンあり、その߶とんどが自家消費となっている。プロジェクト

によって⚂53トンの漁獲Ⴧが⷗ㄟまれ、その全量が消費地に出⩄されることにより、漁

業ᚲ得のഃ出を࿑るものだ。また、首都のマジュロ、ㄭ㓞のキリ島への㞲魚のឭଏといっ

た⋥接効果が⷗ㄟまれている。さらには、漁業基地に漁船ᢛ஻などのᛛⴚ⠪の養成などの

ワークシミップがᢛ஻されることによって、船外機ୃ理を㓐時可能にすることで、ᜬ⛯的

な漁業ㆇ༡を࿑ることもᗐ定されていた。間接効果として、物ᵹ曵ઙのᡷༀや蓄積データ

の漁業開発への応用といったことが曋ᓙされている。 

 

㧠㧠㧠㧠．．．．ジャルートジャルートジャルートジャルート環礁漁村開発計画環礁漁村開発計画環礁漁村開発計画環礁漁村開発計画のののの現状現状現状現状    

㧠㧠㧠㧠－－－－１１１１．．．．ジャルートジャルートジャルートジャルート環礁環礁環礁環礁のののの現現現現状状状状    

 では、ジャルート環礁における漁業開発の現在の状ᴫについて⷗ていく。特に、ここで

は漁獲物の出⩄状ᴫおよび計画によってዉ入された機曩のⒿ௛状ᴫについてᵈ目する。 

 はじめに漁獲物の出⩄状ᴫについて⷗てߺる。本開発計画では、ジャルートでの漁獲物

をマジュロやキリ島へ出⩄することが本曹ᗐ定されていた。しかし、2010年時点でキリ

島への出⩄は行われていない。また、国際協力機構（2009）や現地での⡞きขりによれ

ば、2004年にはマジュロからの㓸⩄が年間21回あった。しかし、2005年は３回、2006年

は10回、2007年は５回、2008年は５回、2009年は３回と、マジュロへの出⩄は行われて

いるもののᷫዋ௑向にある。住民からは、「全く曹ていない」という回╵も得られ、もは

やジャルートの住民には、マジュロから㓸⩄があることが⹺⼂されなくなっているヤベル

にまで㆐していることが┍える。 

 ᰴに機曩のⒿ௛状ᴫについてである。本開発計画によって、ジャルート環礁には಄⬿施

⸳や漁船などの機曩がឭଏされた。 

表５ 世帯あたり漁船所有率 

 漁船タ゜プ 

 
世帯数 

動力漁船 その他 合計 

都市部 3,082 439 [14.2%] 231 [7.5%] 670 [21.7%]

離島部 2,044 517 [25.3%] 395 [19.3%] 912 [44.6%]

ジャルート 229 26 [11.3%] 23 [10.0%] 49 [21.4%]

全体 5,126 956 [18.6%] 636 [12.2%] 1592 [31.1%]

資料出ᚲ㧦国際協力事業団（2001）をᡷ変
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 まߕ、಄⬿施⸳はフィッシュベースに⸳⟎された。しかし、߶とんど使われることがな

く、⸳⟎後３年⒟度で᡿㓚し、現在に⥋っている。 

 ジャルート環礁をᱠいているとまߕ目にઃくのが、陸に឴げられた漁船の数々だ。住民

によると、߶とんどが᡿㓚しているのだという。また、このことをⵣઃけるのが、2010

年9月17日ઃの現地⚕ Marshall Islands Journal（以ਅ、MIJ）においてឝタされた

̌No working boats, no fish̍という⷗出しの⸥事である。その⸥事には、地元漁Ꮷと役

人の言葉のᒁ用として、「９㓲のモーターピートは陸に឴げられ、Ⓙ௛していない。魚用

の಄⬿ᐶもუれ、ᣢに数年が経ㆊしている。それがジャルートにおけるフィッシュベース

の現在の状ᴫだ」とવえている11。 

 開発計画ではᒰೋ、゠ンジニアの養成を行い、こういった಄⬿施⸳や漁船の᡿㓚にも対

ಣするはߕであったが、⚿ዪのところ゠ンジニアの養成は進んでおらߕ᡿㓚した機曩は、

そのまま᡼⟎される⚿果となっている。 

 また、動力船については、Ά料⏕଻の໧㗴もᛴえている。╩⠪のṛ在曋間中、動力船が

Ⓙ௛しているのを一度も観ኤすることができなかった。これは、前述のように船体そのも

のの᡿㓚の߶かに、Ά料がዧきていたことも要࿃として挙げられる。ジャルートにおける

動力船は、島ౝにあるスタンドもしくは、MIMRAの㓸⩄船がやってきたときにΆ料を⾼

入することができるが、ᔅߕしも቟定的にଏ⛎されるというわけではない。実際に、╩⠪

のジャルートṛ在中、１ㅳ間以上島にはΆ料がなく、ᄕ方になると஗㔚するといった事態

に㒱っていた。要するに、ジャルートでは動力船をⒿ௛さߖるには、きわめてਇ቟定な状

態にあるといえる。 

 さらにジャルートから出⩄された水産物のうち３割⒟度が⣣ᢌするなどしていて、ᄁり

物にならないというォースもあるという。この背景には、マジュロからの㓸⩄回数のᷫዋ

やਇ定曋性、さらに಄⬿ᐶの᡿㓚といった現状から、㞲度⛽ᜬが࿎㔍な状態になっている

ことが挙げられる。઒に⥶ⓨଢを೑用したとしても、ㅢ⒓゠アメ゜ニーと๭ばれるように、

゠アマーシャル⥶ⓨのㆇ⥶はਇ቟定とされている。後述するが、マジュロへの暷大の㞲魚

ଏ⛎地であるアルノ環礁は、マジュロから船で１時間⒟度という立地を活かして、定曋的

な出⩄が可能な状態になっている。このことからも、漁業の商業化、すなわち水産物を商

品化する場合、቟定的なଏ⛎が重要となってくる。ジャルートの現状は、そうした観点か

らすればきわめてਇ೑な状態にあるといえるのではないだろうか。 

 現在のジャルート環礁の状ᴫを概観したところ、ジャルート環礁漁村開発計画によって

プロジェクトでᗐ定されていた漁業機会のഃ出、それに઻う現金収入のჇ加も⷗ㄟめない。

すなわち、現状から⷗る㒢りでは、施⸳のߺがขりᱷされてしまった⚿果となっている。

したがって、開発計画の目的は㆐成されていないものといえる。2010年９月17日ઃの

MIJは、ジャルートの漁業⠪⚵合の担ᒰ⠪の言葉として、「事業はᄬᢌした」という発言

                                                      

11 ⠉ㅳ９月24日ઃの同⚕では、日本の援助でዉ入された動力船９㓲のうち㧤㓲が᡿㓚と⸓ᱜしている。 
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をᒁ用している。 

 

㧠㧠㧠㧠－－－－２２２２．．．．ジャルートジャルートジャルートジャルート環礁環礁環礁環礁のののの食♳食♳食♳食♳、、、、経済状ᴫ経済状ᴫ経済状ᴫ経済状ᴫ    

 ᰴに、漁業開発の成ุを評価する一つの指ᮡとして、マーシャル諸島政府⛔計ዪ

（EPPSO12）のコミュニゾィ⺞ᩏの⚿果から、ジャルートにおける経済・食♳事情につ

いて⷗ていく。 

 はじめに、経済状ᴫ、特に現金収入パターンについて⷗てߺたい。ここで現金収入パ

ターンにᵈ目するのは、౨㗡で述ߴたように漁業開発の目的が「生業漁業から商業漁業へ

の転換」であること、さらに開発の⋥接効果に漁業ᚲ得のഃ出がឝげられていることによ

る。この前ឭに立つと、ジャルートにおける現金収入パターンでは、漁業による収入が多

いという઒説が立てられる。ただし、漁業開発以前の現金収入パターンの資料がᚻに入ら

なかったため、ここでは⛔計資料が౏開されている、漁業開発の成ഞ地域として挙げられ

るアルノ環礁と、漁業開発が行われていないア゜ルック環礁とのᲧセから検討する。 

 ⴫６はマーシャル諸島の地඙೎の現金収入の割合を示したものである。この⴫では㧤㗄

目の現金収入パターンが示されている。コプラ生産、漁業、ハンディクラフトは生業♽、

その߶かは社会଻㓚♽に㘃೎できる。離島部であるアルノやア゜ルックは生業♽が現金収

入において大きなᲧ重を占めている。一方で、都市部であるマジュロと゜バ゜では生業♽

よりも社会଻㓚♽が大きなᲧ重を占めている。これらとᲧセするとジャルートは生業♽と

社会଻㓚♽が平ဋ的に分Ꮣしていることがわかる。すなわちジャルート環礁の現金収入パ

ターンは、離島部と都市部双方の現金収入の特ᓽを示していることがわかる。ジャルート

                                                      

12 Economic Policy㧘Planning and Statistics Office 

表６ 地域別現金収入パターン 

離島部 都市部 

アルノ ア゜ルック ジャルート マジュロ ゜バ゜ 業⒳ 

世帯数 割合 世帯数 割合 世帯数 割合 世帯数 割合 世帯数 割合

コプラ 63636363 [79%][79%][79%][79%] 45 [70%] 9 [16%] 8 [1%] 0 [0%]

漁業 25 [31%] 11 [17%] 3 [5%] 31 [6%] 7 [2%]

ハンディクラフト 47 [59%] 53535353 [83%][83%][83%][83%] 12121212 [21%][21%][21%][21%] 30 [6%] 7 [2%]

࿯地⾉与 3 [4%] 1 [2%] 0 [0%] 50 [9%] 124124124124    [35%][35%][35%][35%]

社会଻㓚・年金 8 [10%] 0 [0%] 12121212 [21%][21%][21%][21%] 143143143143    [26%][26%][26%][26%] 49 [14%]

ⵍ῜⵬ఘ 26 [33%] 3 [5%] 6 [11%] 106 [19%] 38 [11%]

ㅍ金 11 [14%] 7 [11%] 3 [5%] 63 [12%] 12 [3%]

その他 11 [14%] 1 [2%] 11 [20%] 131 [24%] 35 [10%]

⺞ᩏ世帯数 80 64 56 544 357 

資料出ᚲ㧦EPPSO（2006）
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での⺞ᩏ世帯数に占める漁業の

現金収入世帯を⷗てߺると、わ

。か５％であることがわかる13ߕ

この数୯は、アルノやア゜ルッ

クとᲧセしてもૐい数୯であり、

さらにマジュロよりもૐい数୯

を示している。この点から、前

述の漁業収入の割合が高いとい

う઒説は立⸽することが࿎㔍で

ある。 

 ᰴに食♳事情について⷗ていく。⴫７は世帯೎主要タンパク៨ข源について示したもの

である。ジャルートでは７割が自⛎魚⡺によるものであり、３割が外部からの輸入食品に

よるものとなっている。このことからも、現在のジャルートにおける漁業とは、現金獲得

のᚻᲑというよりも、食♳獲得という本曹的機能としての性格を暼していることが┍える。

すなわち、商業的側面で展開されているというよりも、ଐὼとして生業的な性格がᒝいこ

とがわかる。 

 では、生業漁業と展開されているジャルートの漁業とはいかなるものなのだろうか。

ジャルートでの⡞きขりによれば、現在、ジャルートでは、ウク・ア゠トック（Ok 

aetok 㧦刺網漁の一⒳）、トゝーロン（ Turon 㧦㌒漁）、コッコジェクジェク

（Kokkojokjok㧦ラグーンౝでの暫✽漁）、゜ララック（Ilarak㧦ラグーン外での暫✽漁）、

ウヤック（Urok㧦ᐩ釣漁）、ヤヘウィオ（Le mwieo㧦ワ゜ボー状にしたボシの葉を೑用

したㅊㄟ漁）の６⒳が中ᔃ的に展開されている。これら６⒳はあくまで中ᔃ的に༡まれて

いるものであり、これらを⵬ቢする形で、さらに52⒳の漁ᴺ14が現在も೑用されていると

いう15。生業漁業から商業漁業への転換では、漁獲効₸を高めるために漁ᴺは画一化され

る௑向にある。後述するが、漁業開発が数回にわたって行われたアルノ環礁では、７⒳の

漁ᴺしか⏕⹺することができなかった。この点からすれば、生業漁業から商業漁業を目指

したジャルートにおいて、先に示した漁ᴺ数というのは、商業漁業への転換が߶とんど進

んでいないことを示ໂするものといえよう。 

 以上のように、漁業開発を「生業漁業から商業漁業への転換」とᝒえた場合、ᣢሽの

データからは大きな成果をᱷしたものと判ᢿすることはできない。では、ジャルートにお

いて、商業漁業化への道はないのだろうか。⚿論から述ߴれば、2004年からジャルート

                                                      

13 この数୯は、ジャルート全体に換▚すると⚂11世帯となる。 

14 ⓭き漁６⒳、ᐩ釣漁３⒳、竿釣漁㧦６⒳、暫釣漁㧦16⒳、ㅊㄟߺ漁㧦３⒳、網漁㧦９⒳、ណ㓸㧦２⒳、その

他（分㘃ਇ可）㧦11⒳、さらに、竿釣漁と暫✽漁のਔ要⚛を฽߻漁が１⒳。 

15 ⋥接は観ኤできなかったが、Abo（1976）を一ⷩ⴫にし、それを現地の住民に漁ᴺの暼ήを⏕⹺していくᚻ

ᴺをとった。 

表７ 世帯別主要タンパク食糧摂取源 
න位㧦％

 ジャルート アルノ マジュロ ゜バ゜

自⛎食⡺ 70 99 10 6 

国産魚⡺ 2 - 12 4 

輸入಄ಓ魚⡺ 4 - 31 26 

輸入➧⹣魚⡺ 21 - 46 64 

その他 4 1 1 0 

計 100 100 100 100 

資料出ᚲ㧦EPPSO（2006）
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において開ᆎされたナマコ漁と、2011年より೑用が開ᆎされた首都マジュロの魚市場が

商業化に向けたツールとなる可能性を暼しているといえる。以ਅでは、漁業開発の成ഞ例

と位⟎ઃけられるアルノ環礁の事例に◲නに⸅れた後、ジャルートにおける漁業の今後の

展開について検討する。 

 

５５５５．．．．アルノアルノアルノアルノ環礁環礁環礁環礁におけるにおけるにおけるにおける商業漁業化商業漁業化商業漁業化商業漁業化のののの背景背景背景背景    

 アルノ環礁は、首都マジュロから朁に⚂20জに位⟎し、マジュロから暷もㄭい環礁で

ある。マジュロとの੤ㅢは船のߺで、⒖動時間は60分から90分⒟度である。主要産業は

⴫㧠で示したように、コプラ生産（全国２位の生産量）、漁業、Ꮏ⧓品生産となっている。 

 アルノ環礁では、トゝーロン（Turon㧦㌒漁）、ウヤック（Urok㧦カヌー漁）、ォメッ

ジ（kwomej㧦暫✽漁の一⒳）、アヤヤ（Alele㧦ㅊㄟߺ漁の一⒳）、ジュヤック（Jurok㧦

⍹ᐓ⷗漁の一⒳）、ピピ（Bobo㧦トニウオ漁）、ウク・ア゠トック（Wok etok16㧦（投）網

漁の一⒳）の７⒳の漁ᴺが⏕⹺された。以前はこれ以上の漁ᴺが行われていたが、ᓢ々に

行われなくなったようだ。アルノ環礁では、この７⒳の漁ᴺを㚟使し水産物のណ᝝を行い、

マジュロへ出⩄している。アルノ環礁からマジュロへの㞲魚ᵹㅢの主体には、アルノ環礁

漁業協会（AAFA）とખ⾈業⠪の２形態がሽ在するという（越後ら 2006）。AAFAはマー

シャル諸島政府が水産物の共同⽼ᄁのため作った౏的な⚵❱であり、一方のખ⾈業⠪は漁

業⠪や地域住民によって作られた୘人経༡体である。ਔ⠪とも⋥接漁業⠪から水産物を઀

入れ、マジュロへとㅳ１、２回⒟度、定曋的に出⩄している。越後ら（2006）の⹜▚に

よれば、アルノ環礁のアルノアルノ㓸⪭では80％の漁家が૗らかの形で商業的漁業にか

かわっているという。このように、アルノ環礁では漁業とそれにઃ㓐する⡯業によって住

民が現金収入を得ている現状がある。ᰴに、アルノ環礁においてこのような状ᴫに⥋った

背景について⸅れる。 

 アルノ環礁において商業漁業化が展開されるようになった背景には大きくਃつの要࿃が

挙げられる（越後ら 2006）。 

 一点目に漁ౕ・漁船の効₸化である。アルノでは1960年ઍから海外⵾の漁ౕ╬がዉ入

されᆎめた。特に、1970年ઍに晘及しᆎめたੇ㔚池ᑼの水中ラ゜トやモノフィラメント

の刺網がዉ入されたことは、漁獲効₸を高めるのに大きな⽸₂を果たしたとᕁわれる。そ

して1993年には船外機船がもたらされた。このことによって、漁場の᜛大を可能にした。 

 ੑ点目はᴪጯ漁業ᝄ⥝╷の⚿実である。アルノ環礁を対⽎とした漁業開発プロジェクト

は1988年から実施された。これらのプロジェクトにおいてAAFAが⸳立され、この⚵❱に

よるᵹㅢ事業は現在まで⛮⛯されている。また、プロジェクトでは、フィッシュベースの

ᑪ⸳なども行われてきた。⚿果として、漁᷼のᢛ஻や漁船の動力化のଦ進、水産物のᵹㅢ

゜ンフラがᢛ஻されることになり、アルノ環礁での漁業の商業化がᕆㅦに展開されること

                                                      

16 前出のOk aetokと同じ。ここでは、現地の⴫⸥にしたがった。 
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になった。 

 ਃ点目にマジュロでの水産物㔛要の高ま

りが挙げられる。マジュロの人口は1988

年から1999年にかけて⚂4,000人Ⴧ加した。

そして、マジュロには行政ቭᐡや民間ડ業

が㓸中し、⛎与ᚲ得⠪をはじめとする現金

収入のある人口が多く、人口のჇ加に઻っ

た⾼⾈力のჇ大も⿠きたといえる。ᒰೋは

マジュロ環礁の漁業開発によって、マジュ

ロの㔛要に応えてきたが、ㄭ年の人口Ⴧ加

に対してଏ⛎が対応できなくなった。その⚿果、マジュロに暷もㄭいアルノ環礁に水産資

源を᳞めるようになったという。 

 このように、アルノ環礁では以上のਃ点を背景に、商業漁業化が展開されるに⥋ったと

される。 

 しかし、アルノではここ数年、資源量のૐਅが、特にア゜ガ㘃（モーリ㧦Mole）のᨗ

ᷢが漁民から⡞かれるようになったという。アルノ島民が「獲りす߉」の要࿃と⠨えてい

る漁ᴺでは、刺網漁とẜ水⓭き漁という回╵が上位となっている（⴫㧤）。これはすなわ

ち、先述した1960年以㒠にᣂたに入ってきた漁獲効₸の高い（高める）漁ౕによるもの

と一⥌する。また、ᴪጯ漁業ᝄ⥝╷やマジュロでの㔛要の高まりと⋧まって、資源量ૐਅ

にᜉゞをかけたといえる。 

 マーシャル諸島ではミミ（mo）と๭ばれるવ⛔的資源▤理シスゾヘとも๭ߴる海面೑

用ᘠ行がሽ在している。ミミとは㓸⪭ߏとに、漁場、漁ᴺ、入漁などのⷙ೙をかけるもの

である。しかし、ᣂたな漁ౕの晘及、特に船外機船の晘及は、このミミのシスゾヘに対し

て㒢界をもたらすことになった。船外機船の晘及前の漁場は基本的には前ᵿであったが、

船外機船の晘及によって漁場が᜛大された。その⚿果、ミミのⷙ೙が効力を発ើすること

が࿎㔍になってきたという。アルノ環礁における漁業開発のᱧผは、すなわち資源ᨗᷢの

ᱧผとも換言することができる。 

 

６６６６．．．．ジャルートジャルートジャルートジャルート環礁環礁環礁環礁におけるにおけるにおけるにおける商業漁業化商業漁業化商業漁業化商業漁業化のののの可能性可能性可能性可能性    

 アルノ環礁では、ᣂたな漁ౕの晘及、ᴪጯ漁業ᝄ⥝╷の展開、マジュロでの社会環境の

変化といった要࿃が重なりあった⚿果、商業漁業化がଦ進されることとなった。それでは、

実施された漁業開発による大きな効果が⷗られなかったジャルートにおいて、今後、商業

漁業化に向けた可能性あるのだろうか。ᣢ述したようにੑつの点において、その可能性は

あるものと⠨えられる。 

 まߕ一点目にナマコ漁の展開である。これまでのマーシャル諸島における研究において

ナマコ漁について言及されたものは▤⷗の㒢りでは⷗られない。2010年の⺞ᩏにおいて

表８ 「獲りすぎ」の原因となっている漁法

漁ᴺ 回╵数

刺網漁 14

ẜ水⓭き漁 8

投網漁 5

ᐩ釣漁 5

Ქᵹし漁 4

ㅊㄟߺ漁 1

資料出ᚲ㧦越後・ᇋ（2006）
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ジャルート環礁と゠ピン環礁においてナマコ漁が展開されていることがわかった。ジャ

ルートにおいてナマコ漁が開ᆎされたのは、2004年とされる。それは、中国人がジャ

ルート島民との⚿ᇕをᄾ機にジャルートに⒖り住んだことがᆎまりだという。この中国人

はナマコの商人として、ジャルートでណ᝝されたナマコを１ドル㧛঍で⾈いขっている。

そして、一定のಣ理を施した後、中国へ出⩄しているようである。一方の゠ピン環礁に関

する情ႎについては߶とんど得ることができなかったが、ナマコの⾈いขり価格が３ラン

クに分㘃され、20から40ドル㧛঍となっているようである。 

 ੑ点目にマジュロにおける魚市場の開ᐫに઻う㞲魚ᵹㅢ量のჇ加とアメリカへの輸出の

可能性である。2009年より開ᆎされたJICAのプロジェクト「マジュロ環礁魚市場ᑪ⸳計

画」では、マジュロ環礁にᣂたに魚市場がᑪ⸳されることとなった。これは、「周ㄝ環礁

からマジュロ環礁への水産物輸ㅍシスゾヘ及びマジュロ環礁における水産物ᵹㅢ網・食料

の቟全଻㓚をᒝ化することをㅢじ、離島部における水産活動を活性化さߖることを目的」

としている（国際協力機構 2009）。すなわち、マジュロの市ⴝ地にᣂたに魚市場をᑪ⸳

し、マジュロでの水産物ᵹㅢ量を高め、そして水産物のଏ⛎源を周ㄝ離島とし、離島漁民

の収入を高めることを目的としている。さらに、MIJによればマジュロに㓸められた㞲魚

のアメリカへの輸出も計画された17。もちろん、ここで挙げられた周ㄝ離島にはジャルー

トもᗐ定されるだろう。╩⠪は⺞ᩏ曋間中、海外協力漁業財団（OFCF）の⡯ຬがジャ

ルートにフィッシュベースの状ᴫに関する⺞ᩏに⸰れているのにㆣㆄした。さらに同⚕に

もMIMRAの⡯ຬがジャルートを⸰れ、漁業開発によって投入され、᡿㓚した機曩をᣂた

に発ᵈしたᣦの⸥事がឝタされていた。これらは、ジャルート環礁漁村開発計画のౣᢛ஻

のためであると⠨えられる。なによりも、ジャルート環礁漁村開発計画の目的のひとつに、

ジャルートからマジュロへの㞲魚ଏ⛎が挙げられている。 

 

７７７７．．．．まとめまとめまとめまとめ    

 本稿ではジャルート環礁において実施された漁業開発について、⛔計データからその評

価を行い、またジャルートにおける商業漁業化の可能性に関する現在の動向について⚫੺

した。 

 ジャルートでは生業漁業から商業漁業へと転換を࿑ることを目的とした漁業開発が実施

された後も、漁業によって収入を得ている世帯は⛔計データ上߶とんど⷗られない。また、

食♳事情からの⠨ኤにおいても自⛎的な漁業がいまだに展開されていることがわかった。

それは、現ሽする漁ᴺ数からも明らかである。1970年ઍに⺞ᩏされた漁ᴺ数は68⒳あっ

たが、ジャルートには現在も58⒳の漁ᴺがᱷሽしている。いまだに多᭽な漁ᴺを㚟使し

た漁業が展開されている。すなわち、漁業開発によって大きな社会変化を与えるような゜

ンパクトはฃけていないことがផኤされる。島民のなかには、プロジェクト実施以㒠の生

                                                      

17 Marshall Islands Journal 2010年９月17日ઃ 
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活について「大きな変化はない」と⺆る⠪もいた。以上の点から、ジャルートにおいて実

施された漁業開発は、その目的が㆐成されたとはいい㔍い。 

 しかし、ジャルートにおける商業漁業化の可能性は、現状で２つの要⚛が⠨えられる。

ひとつはナマコ漁で、中国市場にขりㄟまれることで、ᣂたに現金獲得ᚻᲑをഃ出するこ

とによって、商業的漁業を展開さߖることである。ただし、現在の１ドル㧛঍という⾈い

ขり価格が漁民の生計⛽ᜬにどれだけ機能するかはਇ明である。゠ピン環礁のように、

20ドル㧛঍⒟度の⾈いขり価格が曇まれる。また、⾈いขり価格が቟価であるというこ

とは、漁獲࿶を高め、ੂ獲にもつながりかߨない。この点からも、ナマコ漁をᜬ⛯可能な

ものとするためには、⾈いขり価格をある⒟度高めるなどの対╷を⻠じるᔅ要があるだろ

う。これは、アルノ環礁においてマーシャルで暷もᅢまれるア゜ガ㘃のᨗᷢが漁民ヤベル

からႎ๔されていることからも明らかである。もうひとつは、マジュロの魚市場のⒿ௛に

よるものである。ただし、ここではいかに水産物のଏ⛎地を分ᢔさߖられるかが重要とな

るだろう。アルノ環礁の資源ᨗᷢ໧㗴では、マジュロでの高まる㞲魚の㔛要をアルノ環礁

が一ᚻにᒁきฃけたことによるものだった。マーシャル諸島において㔛要の高いハナア゜

ガ㘃などのଏ⛎地を、漁獲量のᷫዋが⷗られるアルノからジャルートに⒖した場合、アル

ノのੑの⥰になる可能性が指摘できる。 

 アルノ環礁における商業漁業化が成ഞしたਃつの要࿃は現在のジャルートにも⷗ること

ができる。そして、これらを成ഞさߖるために暷も重要な点は、漁業開発を一時的なもの

で⚳わらߖないことをᒝ⺞しておきたい。ジャルートにおいて開発がᄬᢌした暷大の要࿃

は、機曩の投入によって生業漁業から商業漁業への展開を࿑ろうとしたことである。もち

ろん、商業化に向けてはこのプロセスは重要であろう。しかし、マーシャル諸島において

ೋめてともいえる総合的な開発プロジェクトであったために、それまでのようなᲑ㓏的な

開発が行われなかった。そのため、開発実施後のジャルートについてච分なォアがなされ

なかったものといえる。᡿㓚した機曩が᡼⟎されてきた状ᴫは、まさにそのౖဳであろう。

それに対応するはߕの゠ンジニアの養成もච分になされてこなかった点も⥌๮的である。

一方、アルノ環礁の漁業開発が成ഞした要࿃をਃ点挙げたが、それに加えて、プロジェク

トがᲑ㓏的に実施されてきたことも大きな要࿃であると⠨えられる。Ᏹにਇ⿷点を⵬ቢす

る形でアルノ環礁の漁業開発は進められてきている。このことによってᲑ㓏的に商業漁業

化へと⒖行できたものと⠨えられる。 

 暷後に、開発援助は現地社会において社会的影響を及ぼすことをᔓれてはならない。ニ

カラグアのカリノ海ᴪጯで生活をするミスキート社会では、社会的に重要であったカメ漁

が⴮ㅌしていった。それは貨ᐊ経済にᏎきㄟまれたために⿠きたㆡ応の⚿果、漁ᴺが㌒漁

から漁獲効₸の⦟い網漁に変化したことによるੂ獲のためである。しかし、「ᛛⴚの変化

が資源をᨗᷢさߖたのではなく、ᛛⴚの変化をଦした社会変化がੂ獲をもたらした」（後

藤 1996）。これは、漁業開発をはじめとする開発援助の実施に対して、きわめて示ໂ的

である。 
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 ジャルート環礁では、漁業開発が実施され、それがච分な⚿果を得られたとはいえない。

一方で、ᣂたな商業漁業化に向けた動きを⷗ることができる。漁業の商業化は᳿してุ定

されるߴきものではない。しかし、その⚿果、漁ᴺを฽߻多᭽な資源をᨗᷢさߖ「ローカ

ル社会のẜ在力」（㘵↰ 2008）をᨗᷢさߖてはならないだろう。 
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